
令和７年２月２４日より運用 

 

経営安定関連保証（セーフティネット保証２号）様式集 
 

 様式 

添付書類 

売上等推移表 
実在確認資料 

（※１） 

売上確認資料 

（※２） 

２

号 

事業活動の制限を行っている事業者と直接的に取引を行っている場合 

 通常の場合 様式第２-①-イ-（１） ○ ○ ○ 

創業者等であって、事業活動の制限を受ける前に売上高等を計上

している期間がある場合 
様式第２-①-イ-（２） ○ ○ ○ 

創業者等であって、事業活動の制限を受ける前に売上高等を計上

している期間がない場合 
様式第２-①-イ-（３） ○ ○ ○ 

事業活動の制限を行っている事業者と間接的に取引を行っている場合 

 通常の場合 様式第２-①-ロ-（１） ○ ○ ○ 

創業者等であって、事業活動の制限を受ける前に売上高等を計上

している期間がある場合 
様式第２-①-ロ-（２） ○ ○ ○ 

創業者等であって、事業活動の制限を受ける前に売上高等を計上

している期間がない場合 
様式第２-①-ロ-（３） ○ ○ ○ 

事業活動に著しい支障が生じる地域に事業所を有する場合 

 通常の場合 様式第２-①-ハ-（１） ○ ○ ○ 

創業者等であって、事業活動の制限を受ける前に売上高等を計上

している期間がある場合 
様式第２-①-ハ-（２） ○ ○ ○ 

創業者等であって、事業活動の制限を受ける前に売上高等を計上

している期間がない場合 
様式第２-①-ハ-（３） ○ ○ ○ 

指定事業者が金融機関である場合 

  様式第２-②  ○ ○ 

（※１）法人（個人）の実在が確認できる資料（法人登記簿謄本又は抄本の写し、個人については、確定申告書の写し等） 

（※２）売上高等が確認できる資料（売上台帳等）。なお、様式第２－②を使用する場合は借入金残高がわかる資料が必須となります。 


